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○愛南町海業振興事業支援補助金交付要綱 

令和６年５月23日告示第53号 

改正 

令和７年３月24日告示第28号 

愛南町海業振興事業支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、民間活力の導入による海業の振興を図り、もって地域の活性化に資するため、

愛南町（以下「町」という。）が将来にわたって継続的な海業の実施を目指す町内事業者等に予

算の範囲内で交付する愛南町海業振興事業補助金（以下「補助金」という。）に関し、愛南町補

助金等交付規則（平成17年愛南町規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 町内事業者 町内に事務所を有し、事業活動を行う個人及び法人をいう。 

(２) 町内団体 構成員の５人以上が町内に住所を有し、規約、会則、定款等を有する任意の組

織（政治団体又は宗教上の組織若しくは団体を除く。）をいう。 

(３) 町内事業者等 町内事業者及び町内団体をいう。 

(４) 海業 海及び漁村の地域資源の価値及び魅力を活用する取組又は事業であって、国内外か

らの多様なニーズに応えることにより、地域のにぎわい及び所得並びに雇用の創出に寄与する

ことが期待されるものをいう。 

(５) 海業振興事業 継続的な実施により海業の振興を図る事業をいう。 

(６) 海業振興事業（特定） 海に関わる地域資源の魅力を磨き上げ、保全し、及び活用する海

業の取組を通じて、将来にわたり持続可能な愛南町を実現する事業をいう。 

(７) 審査委員会 愛南町庁内検討会議の設置及び運用に関する要綱（平成24年愛南町訓令第３

号）別表第１に規定する海業振興事業支援補助金審査委員会をいう。 

（交付対象事業） 

第３条 海業振興事業及び海業振興事業（特定）（以下「交付対象事業」という。）の補助金の交

付対象者は、町内事業者等とし、交付対象事業の要件、交付限度額は、別表１に掲げるとおりと

する。 
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２ 前項の規定にかかわらず、町内事業者等の構成員のうち交付対象事業の実施に関わる者に次の

各号のいずれかに該当する者がいる場合は、当該町内事業者等を補助金の交付対象者としないも

のとする。 

(１) 町税等を滞納している者 

(２) 愛南町暴力団排除条例（平成23年愛南町条例第13号）第２条第１号から第３号までの規定

に該当する者 

（補助金の交付対象となる経費） 

第４条 交付対象事業に係る補助金の交付対象経費は、交付対象事業の実施に要すると認められる

経費であって、別表２のとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする町内事業者等（以下「申請者」という。）は、町が指定す

る期日までに別表３に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請を受理したときは、審査委員会に諮り、その内容を審査し、

補助金の交付の適否を決定するものとする。ただし、第２条第６号の規定による申請を受理した

ときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付の適否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、愛南町海業振興事業支援補助金（変

更）交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の規定による補助金の交付決定に当たり、必要な条件を付することができる。 

（補助事業の変更等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、第５条の規定により提

出した書類の内容の変更をしようとするとき、又は補助金の交付決定を受けた交付対象事業（以

下「補助対象事業」という。）を中止しようとするときは、別表４に掲げる書類を町長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項に規定する補助対象事業の変更又は中止を申請する場合

に準用する。 

（実績報告） 

第８条 補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、町が指定する期日までに別表５に掲げる

書類を町長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定及び交付） 
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第９条 町長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該報告に係る書類の審査を行い、その

報告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認める場合は、補助金の額を確定し、交付するものとする。 

（補助金の概算払） 

第10条 町長は、補助事業の実施上必要があると認めるときは、補助金の交付決定額の７割を限度

とし、補助金を概算払することができる。 

２ 補助対象者は、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、愛南町海業振興事業支援

補助金（概算払）請求書（様式第11号）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第11条 町長は、補助対象者が、町長の承認を受けずに事業の内容を変更したとき、又は補助事業

を中止したときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（補助金の返還） 

第12条 町長は、次の各号のいずれかに該当し、補助事業の取消しに係る部分に関し既に補助金が

交付されているときは、補助金の返還を命ずるものとする。 

(１) 前条の規定により補助金の全部又は一部を取り消したとき。 

(２) 規則第16条各号のいずれかに該当するとき。 

（その他） 

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和７年３月24日告示第28号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

別表１（第３条関係） 

事業の名称 海業振興事業 海業振興事業（特定） 

交付対象事業

の要件 

１ 海業を振興するものであること。 

２ 複数年にわたる継続的な事業の実

施を目指すものであること。 

３ 収益性のみを追求するものではな

く、事業の実施を通じて地域の活性化

１ 海業を振興するものであること。 

２ 複数年にわたる継続的な事業の実

施を目指すものであること。 

３ 収益性のみを追求するものではな

く、事業の実施を通じて地域の活性化



4/18 

を図るものであること。 

４ 町の他の補助金等の交付を受けて

いないこと。 

を図るものであること。 

４ 計画性と戦略性を兼ね備え、町と連

携して実施するものであること。 

５ 町の他の補助金等の交付を受けて

いないこと。 

交付限度額 １事業当たり 30万円 
実施年度の予算の範囲内において必要

な額 

別表２（第４条関係） 

 交付対象経費 適用要件 

１ 人件費 人員に係る経費に限る。 

２ 謝礼 総支出経費の20％以下 

３ 旅費 
愛南町職員の旅費に関する条例（平成16年愛南町条例第53号）の規

定に準じて算定する額 

４ 消耗品費  

５ 燃料費  

６ 印刷製本費  

７ 通信運搬費 町内団体等の運営に係るものを除く。 

８ 広告宣伝費 
総支出経費の20％以下とし、販売促進のみを目的としたものを除

く。 

９ 手数料  

10 保険料 町内団体等の運営に係るものを除く。 

11 使用料及び賃借料 町内団体等の運営に係るものを除く。 

12 工事請負費  

13 備品費  

14 委託料 海業振興事業（特定）に限る。 

15 役務費  

16 
その他町長が特に必

要と認める経費 
審査委員会により認められた経費に限る。 
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別表第３（第５条関係） 

事業の名称 海業振興事業 海業振興事業（特定） 

交付申請に必

要な書類 

１ 愛南町海業振興事業支援補助金交

付申請書（様式第１号） 

２ 申請者の概要が分かる資料（任意様

式） 

３ 税等の滞納がない旨の申出書（様式

第２号） 

４ 収支予算書（様式第３号） 

５ 見積書の写し等の支出予定経費の

明細が分かる書類 

１ 愛南町海業振興事業支援補助金交

付申請書（様式第１号） 

２ 申請者の構成員の名簿 

３ 申請者の規約、会則、定款等の写し 

４ 税等の滞納がない旨の申出書（様式

第２号） 

５ 収支予算書（様式第３号） 

６ 見積書の写し等の支出予定経費の

明細が分かる書類 

別表第４（第７条関係） 

事業の名称 海業振興事業 海業振興事業（特定） 

変更又は中止

の申請に必要

な書類 

〈変更する時〉 

１ 愛南町海業振興事業支援補助金変更交付申請書（様式第５号） 

２ 収支変更予算書（様式第６号） 

３ 補助事業の変更に係る見積書の写し等の支出予定経費の明細が分かる書類 

〈中止する時〉 

４ 愛南町海業振興事業中止承認申請書（様式第７号） 

別表第５（第８条関係） 

事業の名称 海業振興事業 海業振興事業（特定） 

実績報告に必

要な書類 

１ 愛南町海業振興事業支援補助金実績報告書（様式第８号） 

２ 収支決算書（様式第９号） 

３ 領収書の写し等の支出経費の明細が分かる書類 

４ 愛南町海業振興事業支援補助金（精算払）請求書（様式第10号） 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 

 



9/18 

様式第３号（第５条関係） 
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様式第４号（第６条、第７条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 
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様式第６号（第７条関係） 
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様式第７号（第７条関係） 
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様式第８号（第８条関係） 
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様式第９号（第８条関係） 
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様式第10号（第８条関係） 
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様式第11号（第10条関係） 

 


